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フランス第三共和政初期の教員養成改革に関する考察 (2) 
-1879年師範学校設置法の成立過程 :その 2-
尾上 雅信
本稿では,1879年師範学校設置法の成立過程について,下院にその骨子を提案した検討
委員会の報告 (ポール ･ベール報告)の概要と特質,ならびにその報告を受けて行なわれた
下院における第一回の審議の概要と結果について考察した｡ポール ･ベール報告は男女の師
範学校の設置を各県に義務づけるとともにその実施方策として各県の初等教育事業に関わる
特別税で負担する原則を明確にするものであり,その論議過程では各師範学校に附属小学校
の付設を義務づける修正案が提案されたことも強調するものであった｡その後の第一回審議
では,既に設置されることが決定していた女子師範学校のために,委員会提案の法案が暫定
的に可決されたのであった｡ 
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l.はじめに とづく膨大な委員会報告ならびに新たに修正された
法案について,その報告および法案の内容と基本的
前稿 (1'においては,本研究の目的と課題を提示 特徴をあきらかにし,つづいて (2)この対案を受
し,まず第一にそれに関する内外の先行研究のレヴ けた議会 (下院)における最初の法案審議の概要と
ューを行なった｡その結果,フランスにおける近年 その結末をしめすこととしたい｡ 
の研究動向として,およそ 100年間にわたり初等教
員養成を独占してきた師範学校の完全廃止という現 Il.本論 - 1879年師範学校設置法の成立過
今のフランス教員養成改革の背景となる伝統的師範 程 :その 2 
学校体制の限界を歴史的に解明しようとする潮流を
確認した｡この問題関心を継承しつつ前稿では,さ 1.下院における法案検討委員会報告の概要と基
らに歴史的に遡及して 1879年師範学校設置法の成 本的特徴
立過程に関する基礎的作業を行なうための一環とし
て,1879年 1月に議会 (下院)に提出された法案 本節では,1878年 4月 1日に下院においてポー
とその撞案理由をとりあげ,提案理由にみられる基 ル ･ベールが報告した,下院の法案検討委員会の報
本的特徴をあきらかにした｡その結果,ポール ･ベ 告について,その概要を議会議事録にもとづいて 2`'
ール (Bert,P.;1833-1886)によって提出された報 提示するとともに,その基本的な特徴について考察
告 (提案理由)と法案は,その後の議会審議におけ する｡ この報告は,同年 1月の最初の法案提出とと
る論議の焦点となる問題をあらかじめふくみこん もに下院に設置された法案検討委員会 (3'による,
だ,包括的で問題提起的な内容となっていたことを およそ三ケ月の検討 ･討議にもとづいて作成され,
あきらかにした｡ 委員長のポール ･ベールによって下院で報告された
本稿では,この結果にもとづき, (1)同年 4月 ものである｡ 正式には,｢初等師範学校の設置に関
にふたたびポール ･ベールが報告することとなっ するポール ･ベール氏の法の提案を検討するための
た,下院における法案検討委員会の検討と討議にも 委員会の名においてなされた,代議士ポール ･ベ-
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ル氏による報告｣である｡ まずは,報告の構成順序
にしたがって,概要を紹介する｡ 以下に記す小見出
しは報告 (書)そのものに記載されたものをもちい
るが,最初の ｢序｣のみ,便宜上つけたものである｡ 
(1)序
報告は最初に以下の三点について,確認するとこ
ろから始まる｡ 第一に,この報告 (提案)が,先の
下院で ｢男女の初等教員の募集および職務に関する
条件｣の制定を付託された委員会 '4'の検討結果と
同じものであること,第二にこの議会 (下院)で
｢緊急宣言｣がなされたことに対する感謝,そして
第三に原案となる法案のおもな修正点の提示,であ
る｡ ここでは,第三点の原案 (法案)の修正点の提
示の部分を示しておく 前稿で掲げたように,最初｡
の法案は全 2条で構成されるものであった｡下院検
討委員会による検討と討議をへた 4月の時点で,そ
れは大きく変更されることとなった｡この ｢序｣の
部分で,ポール ･ベールは以下のように述べる｡
｢今日,われわれが全員一致で諸君の審議に付そ
うとしている決定事項は,最初の提案の実施のため
の手段に関する点においてのみ,異なるものである｡
初めに,原文を掲げておくことが有益であろうと考
える｣と仰｡
このあとに原案 (法案)の第 1条および第 2条が
掲載されている｡ それは,第 1条に第二段落 (第 2
項)が追加されたもので,その追加部分は,以下の
とおりであった｡
｢この学校 (ces6tablissements- 男子および女
子の師範学校のこと一 引用者)は,本法公布後, 
4年の期間内に設置されなければならない｣と川 )｡
実際の法案は,のちにみるように,大幅に追加 ･
修正されたものであるが,｢序｣ではこの第 1条の
追加部分しか掲載されていない｡これは,さきに提
案者が述べたように,｢(法の)実施のための手段に
関する点｣の修正,という原案修正の動機 (理由)
を明確にすることに重点がおかれたと考えるべきで
あろう｡
(2) I.- 歴史
報告書は,つづいてフランスにおける初等師範学
校の歴史,とくに設置にかかわる法制の歴史につい
て述べる｡すなわち,｢フランスにおいて,初等師範
学校がどのような状況のなかで組織され,また,棉
次ぐ法制化が,如何なる位置づけを与えてきたか｣ (7'
に関する叙述である｡ その叙述は,第一にフランス 
-
大革命期,第二に七月王政期 (1830年代)とくに
ギゾ一法 (初等教育に関する 1833年 6月28日の法
律,ギゾ- (Guizot,F.;1787-1874)は時の文相 ･
首相をつとめた - 筆者註)の規程の紹介,第三に
第二帝政下における師範学校への批判と閉鎖につい
て,そして最後に報告当時の設置状況について,と
いう構成になっている｡ 以下,それぞれについて,
ごく簡単に概要を紹介しておこう 8`)｡
フランスで ｢初等師範学校 (6colenormalepri-
maire)｣という教員養成機関の設置がはじめて法制
的に定められたのは,大革命期の 1794年 10月30日 
(革命暦 :ブリュメール 3年 9日)の政令 (d6cret)
によってであった｡報告書は,これを ｢若き共和主
義者たちの道徳と勇気 (coeur)を,公的および私
的な徳の実践にむけて教育し,形成すること｣をめ
ざした,と当時の条文を引用してその設置の意図を
あきらかにしている｡ この意図と課題はナポレオン
独裁期の 1808年 3月,つづく王政復古期の 1815年 
8月の政令へと継承されるのであったが,これらは
ともに法制的な定めにとどまり,実際に学校の設置
さらに普及にまではいたらなかった｡｢最初の真の
初等師範学校｣は,1810年にス トラスブールで開
校されたのであるが,帝政期,王政復古期にはこれ
もまた停滞を余儀なくされたのである｡
初等師範学校が発展をとげるのは,七月王政の 
1830年代のことであった｡ 報告書は,その巻末に
附された ｢初等師範学校設置一覧｣から,設置状況
を年代別に示している｡それを年表風にまとめれば,
以下のようになる｡ 
1831年 1月 1日以前 
7校の男子初等師範学校 
1831年 1月 1日から1834年 1月 1日 
43校の男子初等師範学校 
1834年 1月 1日から1850年 1月 1日 
20校の男子初等師範学校 
1851年 1月 1日から1871年 1月 1日 
9校の男子初等師範学校 
1871年 1月 1日から1878年 1月 1日 
4校の男子初等師範学校 
1834年 1月 1日から1851年 1月 1日 
6校の女子初等師範学校 
1851年 1月 1日から1871年 1月 1日 
2校の女子初等師範学校 
1871年 1月 1日から1878年 1月 1日 
11校の女子初等師範学校
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00女子教員の師範学校は 1校しかなく,およそ 6
名の生徒しかいない｡これらのうち, 1校はその1
づけたギゾ一法とその規定について,｢ (これは-引 校長が俗人で, 8校は修道女である｡ さらに 50の
9これからも, 1 年代の躍進ぶりがみてとれる｡
報告書は,男子の初等師範学校の設置を各県に義務
038
用者)民衆の要望 xdsp )にionsltopuae
voeu
les
( 師範講座があり,その大部分は修道士によって管
応えたのであり,それゆえ,師範学校は急速に発展 理 ･運営され,うち 36には,国家が奨学生を送っ
することとなったのである｣とコメントしているの ているのである｣と｡
この躍進に停滞をもたらしたのが, 1
年の通称フアルー法 (教育に関する 1 0年 3月 1558
058である｡
89
878この報告によれば, 1 年 4月の時点で,男子の
師範学校 7校,女子の師範学校 1校,計 9校が設
報告書は,フアルー法 (莱)に関する議会におけ 置されていたことになる｡ 男子師範にくらべ,女子
判があびせられていたことをあきらかにしている｡ ゆえ,この時点における,教育改革立案 ･推進主体
9
師範の設置が著しく遅れていたことがわかる それる議論を紹介し,そこで師範学校に対して痛烈な批 ｡
日の法律)であった｡
の緊急の課題として,女子教員養成のための師範学具体的には, 氏の発言 :実習で安上がりに
｢単純 で勤勉 な初等教員｣ を輩 出 している, 校設置が浮上したのである｡ また,この報告に登場
B teugno
する ｢師範講座 )leslescoursno( ma ｣については,myS Hi 氏の発言 :師範学校を閉鎖liare-
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その運営そして教育の主体が修道士ないし修道女ですべきである,また 氏の発言 :師範学校
は ｢教師のたまごを育成することを唯一の使命とす あったこと,すなわち私的な教員養成施設とも言え
B teugno
る宗教的な機関｣にすぎない,さらに Dupan
範学校-のこうした批判的発言ないし敵対的提案 L "
35書は,その第 条を引用しつつ,それは師範学校
を ｢破壊｣はしなかったけれども,それを容易にす
るものであったとコメントしている しかし,｢実｡
際に閉鎖された師範学校は少数であった｡ロット県 
lo 氏のup
提案 :｢師範学校の破壊 ･･･｣など,である｡ 師
にもとづいて制定されたフアルー法について,報告
)とロット･エ ･ガロンヌ県 Lto( )Garonn-te-Lto(
で再建されなかった｣だけであったと,実効性につ
るものであったことから,この後の法案審議をめぐ
る過程において,法案の立案主体から強い批判が寄
せられることとなる｡ そしてまた,その批判的発言
のなかに,当時の改革推進主体の抱 く教員養成のあ
り方,教員に求める能力などをみてとることができ
るのである｡ これについては,後に詳しくみていく
こととし,ここではポール ･ベール報告の概要紹介
をつづけたい｡つぎの部分は,法案提出の基本的動
機ないし法案の基本原理とも言えるものであり,男
女の初等師範学校設置を各県に義務づけようとする
いてはたいへん低く評価している点が ,注目される ものであった｡ 
であろう｡
最後に ,この報告当時の初等師範学校設置状況に (3) Ⅱ.一 師範学校の設置義務
ついて ,である｡ これについては ,報告書から引用
しておこう｡ 以上の ｢歴史と現状｣のつぎには ,第二部として ,
｢師範学校の設置義務｣がつづくり O'｡師範学校の歴
9｢今日では, 7校の男子教員のための師範学校が
3名の師範学校生徒が就学している｡ シ
史と現状をとおして,注目すべき点は,下記のこと
がらである,と報告書は述べる｡ すなわち,｢若い834,あり, 
ャラント県 )h tcarene( ,コー ト･デュ ･ノール県 教師たち tresi(ma )が育成されるべき条件,つま
り如何なる状況において育成されるべきかについて(Cら 
ガロンヌ県 
)dorNdu-tes- ,ロット県 Lo( t),ロット･エ ･
ronnet-e-L to( Ga ),モルビアン県 の考察｣である,と｡ この点をふまえたうえで報告
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,オー ト･サヴオワ県 
isavoe
(Mo
県 
)hanibr ,オア-ズ県 書は,師範学校こそ ｢民衆の教育｣の基礎であり
｢強固な基盤｣でなければならないことを強調する｡)Cliaasd-e-pas( -
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)の各県にだけ,存在していない｡これらの
学校のうち, 7校は世俗の者 sl的u )によっ
このことは,さきにあげた ｢師範講座｣との比較に
おいて,いっそう明瞭となる｡ 報告書は師範講座を
て,残りの 3校 (カンタル県 tcana( l),フイニス つよく批判することにより,相対的に師範学校の優
)
とre
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( ,セーヌ ･アンフェリウール 越性を強調しようとするのである｡ たとえば,｢師テール県 
範講座は,少しは好ましいとはいえ,それがもくろ
4
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によって管理 ･運営されている｡ コー ト･デュ ･ノ む役割に必要不可欠な条件を満たすには,ほど遠い
ール,オア-ズおよびパ ･デ ･カレの各県には,柿 のである｣,また ｢公式な報告書が述べるところで
範講座があり,県の奨学生が受講している｡ は, (師範講座は-引用者)どこでも,その教育の
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狭陸さ,教員の未熟さ,時代遅れの (教育の一引用
者)方法について,不満が出されているのである｣
などと｡ すなわち既存の ｢師範講座｣は女子 (初等)
教員の養成には不十分あるいは不適格であるとの認
識にもとづき,ポール ･ベールの検討委員会は,つ
ぎのように決定したというのである｡
｢こうして委員会は,1833年法第 11条の至上命令
的な規定 (男子初等師範学校の設置を各県に義務づ
けたこと一引用者)を再生させることの必要性を宣
言することで,全員一致したのである｡ そして,女
子教員の師範学校に対する,その規定の適用につい
てもまた,全員一致を得たのである｣と｡
報告書は,この委員会決定すなわち,男子師範学
校のみならず女子師範学校の設置を各県に義務づけ
ようとすることを提起する根拠として,女子教員の
不足をあげる｡ しかも,それは単に数量的な不足の
みならず ｢教育の上においても｣不足している,こ
のことはやがて男女共学の初等学校が女子教員によ
って経営されるようになるとき,致命的な問題とな
るというのである｡ こうした現状認識からポール ･
ベールの委員会はギゾ一法の師範学校設置義務規定
の ｢再生｣と女子師範学校-の適用を提案したので
ある｡
しかし,その具体的な提案内容は,ギゾ一法の単
純な ｢再生｣と拡大適用ではなかった｡設置の方式
について,ギゾ一法の規定とは大きな相違があった
のである｡ すなわち,ギゾ一法は男子師範学校の設
置にあたり各県一校の設置を原則としながらも隣接
する複数の県の連合による設置も認めていたのであ
るが,ポール ･ベール委員会はこの例外的規定を廃
止しようと提案するのである｡ 報告書は,連合によ
る設置という方式は,貧しい県でも経費が節約でき
るし,多数の生徒と教員を受け入れることも可能と
なるなど ｢魅力的である｣ことは認めながらも,実
際には複数県の連合で設置された男子師範学校は
｢ほとんどない｣こと,そして女子の場合には連合
設置したら居住地から遠く離れて寄宿舎生活するこ
ととなるため現実には生徒募集さらに教員募集が著
しく困難あるいは不可能となってしまうとして,各
県に対して,男女一校ずつの設置を義務づけること
を提案したのであった｡さらに重要なことは,さき
の下院に提案された法案原案に,設置 ･開設のため
の ｢4年間の猶予期間｣の規定を追加修正した点で
ある｡ この点について報告書は,およそつぎのよう
な解説をしている｡ ひとつは,猶予期間設定の理由
である｡ それは第一に,この期間をおけば各県が師
範学校のための専用の建物を建設 ･設置する場合で
あっても十分であろうということ｡ 第二に,姉範学
校教員 (スタッフ)が不足しているという ｢反論｣
にこたえるためにも必要であること｡ 後者について
は,必要な人材 (スタッフ)とくに ｢重要な職務を
果たすに必要な資質 (qualiti6S)｣を有する ｢女性
の校長｣という ｢優秀なスタッフ｣を兄いだすこと
を容易にすると考えた,としているのである｡ さら
にまた,｢設置 (6tablissement)｣の形態についても,
幅のある解釈を行なうことを解説している｡ これも
また,反対論に備えるためであった｡それはおよそ,
つぎのような説明である｡ すなわち,各県に二つの
師範学校,つまり男子と女子の初等師範学校一校ず
つの ｢設置 (creation)｣を義務づけるといっても,
それは ｢特別な (専用の)｣建物の建設をおしつけ
るものではない｡各県は,不動産を借用する,県所
有の不動産を利用する,不動産を新たに購入する,
特別 ･専用の建物を建設するという ｢諸様式のなか
から選択することとなるだろう｣というのである｡
以上が｢4年間の猶予期間｣に関する解説であるが,
報告書はさらに,｢こうした余裕と猶予｣について 
1833年の立法者たちは十分に考慮しなかったが,
この猶予が多くの県に多大な貢献をするに違いない
と自讃して,このパー トを締めくくるのである｡ こ
うして基本原則,すなわち ｢4年間の猶予期間｣を
もって,各県が男女の初等師範学校を一校ずつ ｢諸
様式のなかから｣｢設置｣する義務を負うという原
則がたてられたなら,あとはその ｢実施｣ないし実
現のための方途をさぐることが,つぎの課題となる
のである｡ 
(4)Ⅲ.一 実施の方途と手段
報告の第三部は,実施 (execution)すなわち各
県において初等師範学校を実際に設置 (開校)するた
めの財政的な方途 ･手段のための提案となっている 
1`｡報告は,さきにあげた ｢' 諸様式｣のうち,校舎
を賃貸する場合から始まる｡ この場合の解決は ｢容
易｣である｡ ｢建物の費用,すなわち学校の年間経
費は,初等教育事業のために県の予算に確保される 
4サンチーム特別税から天引きされることとなるで
あろう｣と｡ この ｢賃貸｣の事例は,実際にはそれ
ほど多くはなかったようである｡ 報告書は当時の実
態調査にもとづき,説明をつづける｡ それによれば, 
4サンチーム特別課税で師範学校経費をまかなって
いる県は45県であり,36の県は通常予算のなかで
まかなっており, 5つの県が別の追加課税でまかな
っていた｡さらに,校舎を賃貸している事例は,24
の県であって比較的少ないことがあきらかにされて
いる｡ こうした実情から,報告書はつぎのように述 
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ベている｡ ｢この負担は,それぞれの県の財源に応
じるべきではあるが,われわれは,県こそがその師
範学校の創設のための経費の一定部分を負担すべき
であると明言することで一致をみた｣と｡すなわち,
師範学校設置の ｢一定の｣経費は県が負担すること,
師範学校は経費のうえでは県立の教育施設となると
いう原則が明確にされたのである｡ もちろん,検討
委員会も,県によってその財源に大きな相違がある
こと,換言すれば師範学校設置のための財源確保の
困難さを認めている｡ そのうえで報告書が引き合い
にだすのが,小学校設置のために設けられた ｢学校
ここには,師範学校の教育,すなわち狭義の教員
養成のための教育として,附属学校における実習的
な訓練を重視する意図,さらに将来の教員には授
業 ･教授法に精通することをもとめる立案主体の意
図と期待をみてとることができるであろう｡ この点
は,後の法案審議の過程においても,繰り返し立案
主体の側から主張される論点となるのである｡
しかし,ポール ･ベールの検討委員会では,この
附属学校設置についての特別な規定を法案に盛り込
むことはなかった｡報告書は,その理由として,こ
の時点においてほとんどすべての地方 ･県 (パルト
ac ed ｣である｡
おいても地方財政の不均衡による同様の困難があっ 除いて)の師範学校に小学校が附設されていること
たけれども,｢補助金｣と ｢貸付金｣を主体とする をあげている｡ また,これに関連して報告書が,つ
｢学校金庫の創設｣によって解決されたのであり, ぎのように述べている点も見逃してはならない｡す
この ｢方式｣を師範学校設置についても応用しよう なわち,｢われわれはとりわけ,初等教育の世俗的
)6 lescoesiass
l
(金庫 小学校設置に ウネ henayP tar( -フランス中西部の郡庁所在地)を
というのである｡ すなわち各県に義務づ1ナられた初
等師範学校設置にかかわる費用は基本的に各県の負
que1-' aerso
l
スタッフ (ep mel
校の管理 ･運営を俗人 '1aques
de
(
)の育成を担当する学
sl )にゆだねる必
担とするが,その財源として,長期債務となること
を前提に,小学校設置のために (換言すれば初等教
育事業のために)創設された ｢学校金庫｣から県が
借用するという方途を,この委員会は提案したので
あった｡
報告の第四部は,｢修正｣である'1'｡ この部分は,2
委員会内部での議論と委員からの提案が紹介されて
おり,師範教育とりわけこの改革の立案主体が求め
期待した教員の資質 ･能力の内実を知るうえで興味
深いものである｡ 冒頭からこの点について述べられ
ているので,少々ながくなるが以下に引用しておこ
要性を強調したのである｣と｡ このことは,第三共
和政における学校教育の世俗化の第一歩をしるそう
とした意図として位置づけられるからである｡
以上のような概要と特徴をもつ四部からなる報告
ののち,委員会報告は具体的な法案を提示している｡
これはさきの下院に提案されたものとは大幅に異な
る構成と内容になっているため,以下に報告書第 Ⅴ
部として,その法案を引用しておこう｡
｢第 1条-すべての県は,公立学校の男女教員の
需要に応じるに十分であるように,一校の男子教員
の師範学校および一校の女子教員の師範学校を設置
しなければならない｡
｡う
｢(委員会では一引用者)ただ一つの修正が提案さ これらの学校は,本法公布後, 4年の期間内に設
れた｡それは,各師範学校に一校の附属学校を設置 置されなければならない｡
することを求めるものであった｡ 第2条-初等師範学校の設置ならびにその維持に
B dtaroe氏が,この修正案を提案
した意図は,われわれ全員一致の賛同を得た｡各師 第 3条-校舎の賃貸料および学校の年間維持経費
範学校には,師範学校の生徒が本校の教授の指導の は,初等教育事業のための特別サンチーム税の総計
われわれの同僚 かかわる経費は,県が負担するものとする｡
esl:cass )の管理 ･運営を訓
練することのできるひとつの小学校が,附属として 第 4条一師範学校の建築ならびに設置のために認
もとで,学級 (授業 から支出されるものとする｡
必要不可欠なのである｡ 教授法 d iagoge6l(ap )は,
ほかのあらゆる学問と同じく,真に学びとるために 出を考慮の上,各県には,学校建築のための金庫を
められる補助金に加え,各県の財政状況ならびに支
は,実際に実用してみる必要があるのであり,それ 設置する法律第 1条第 2段落に示された, 
フランのうちから貸付を受けることが認められ得
る｡
0060, 万
｡
itor
ゆえ,付属学校は今後は 『教授法の実験室 
ep
であろう｣と
5
-lbaora(
-11-
)
d iagogque
』と呼ばれ得るものとなること
建設あるいは改築の計画と見積もりは,公教育大 
6
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臣の承認を得なければならない｡
借用は,法に厳格に順じて許可された場合にのみ,
認められ得る｡
れる｡ 貸付金は,100フランにつき半期 (半年) 2
フラン50ずつの支払いで,学校建築のための金庫
に返済されることとなろう｡
その支払いが,62期 (31年)継続された場合,
当該の県は返却を終えたこととみなされよう｡
さらに長期にわたる返却期間を契約することもで
きる｡ この場合,半期の支払いは,金庫のために,
返却金のほか,年 3%の利息を加えて計算される｡
第 6条一学校建築のための金庫と,貸付が許可さ
れた県との間では,金庫の認めた前貸しの返済割り
当て額と支払い期間に関する特別な契約が,その返却
条件をあわせて,とりかわされることとなろう｡｣ L'll'ま 
議会議事録によれば,1878年 4月 1日の下院に
おいては師範学校設置法案に関する議事は,以上の
ような,ポール･ベールの主宰する下院の法案検討
委員会の報告一法案擢出の理由 (動機)ならびに法
莱-がなされただけであった｡この報告および法案
に関する実際の審議は,およそ 2ケ月後の 6月に行
なわれることとなる｡ つぎの節では,その審議の概
要を示すとともに,そこにみられる立案主体の意図
の特徴をあきらかにしよう｡ 
2.下院における第 1回審議の概要 
(1)審議の概要
ポール ･ベールの検討委員会の報告ならびに法
莱,正確には ｢初等師範学校の設置に関するポー
ル ･ベール氏の提案｣は,下院において 1878年 6
日8日,第 1回の審議にかけられた｡以下,議会議
事録によりながら,その審議の概要をまとめておこ
う 'lJ/｡
審議の冒頭,議長が ｢緊急宣言｣を行ない,提案
者のポール･ベールの発言を許可し,ベールの新た
な提案を含む発言から,審議は開始された｡ ポー
ル･ベールの発言の趣旨は,およそ以下のようであ
る｡ すなわち,議長の ｢緊急宣言｣がなされ,政府
と委員会との間では基本的に合意ができていると考
える｡ しかし,その間にも議論は長引き,また反対
論も提出された｡そのなかには,｢法の原理 ･原則
そのものの否定に他ならぬ修正案｣さえ,あった｡
したがって,議会 (下院)においてはそうとう長期
の審議が予想される,と｡ それゆえ,彼はあえてつ
ぎのような提案をすることとなった｡それは ｢緊急
宣言｣の取り消しと,審議の延期をもとめるもので
あり,つぎのように述べられている｡ ｢このような
状況にあっては,緊急宣言-もしそれが継続されれ
ば,まったく深刻かつ徹底的な審議が必要となるで
あろう,だからこの緊急宣言の取り下げをもとめる
とともに,第二回の提案と審議への移行の便宜を認
めてくれるよう,もとめるものである｣と｡ この冒
頭の発言と提案に対し,議会全体がこれを自然に承
認した模様で,以下につづく諸議員の発言もすべて,
これを前提にしたものとなっていったのである｡ そ
れらの発言の要旨を,以下に紹介してゆくこととし
よう｡
ベールの発言 ･提案につづいたのが,のちのちま
で反対論を展開することとなる右派の,Granierde 
cassagnacpbre議員であった｡彼は端的に反対論を
述べている｡ ｢(ポール ･ベールは-引用者)時間が
足 りないと言う｡ 私もそれには同意するけれども,
私は,法の根本 (lefond)そのものに対する明確な
反対を,ここに保留しておくこととしよう｣と｡ 反
対理由も述べていないが,くわしい反対論そしてそ
の根拠などは,第二回審議に残しておこうというの
である｡ これにつづ く,やはり右派の議員 dela 
Bassetiらreの発言は,すこしばかり反対論の理由も
述べたものであった｡引用しておこう｡
｢法の提案は,教育に関して,家庭,市町村 (コ
ミューン),県がもっている主導権と責任とを,あ
る日突然とりあげてしまうための準備をしているよ
うに,われわれにはみえる｡ そしてその提案は,教
育そのものの自由を拘束し,危うくするものである
と確信するものである｣と｡
具体性には欠けるものの,法案 -県および国家に
よる教員養成改革を準備する主体の意図のなかに,
｢教育の自由｣換言すれば私的な教育すなわち実質
的には宗教団体による教育活動の弾圧を予想してい
る発言といえよう｡ のちの審議でも,この点はくり
かえし議論されることとなるのである｡
おなじく反対論の立場の deBuI ' oadYdAssnがつ
づいたのち,この時点での公教育大臣であった 
Bardouxが発言する｡ これは,この日の審議の結末
を予測させるものであった｡彼は,政府の立場から
この法案に,｢保留事項はあるものの,政府は反対
してはいない｣ことを明言したのち,論議が長引く
ことは政府の義務遂行を妨げることとなると言う｡
｢なぜなら,政府はこの瞭間にも,10校の女子初等
師範学校の設置をすすめているのだ｣と現実的な発
言をするのである｡ これに,さきの Granierde 
Cassagnacpらreが,かみつく｡ ｢そのような (学校
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の一引用者)設置は,どのような要望に応えるもの それは,つぎのとおりである｡ ｢初等師範学校の校
なのか,おたずねしたい｣,｢今,この時点でさえ, 舎の賃貸と維持には,初等教育事業のための特別税
,000人もの免許をもつ女子教員が雇用されないで をもってあてられる｡3
058いるのが現状なのだ｣と｡ これに,発言者不明なが その財源が不足する場合,公教育大臣は,1
らも,議場の左翼から発言が飛ばされる｡ ｢師範学 年 3月 15日の法律第 40条第 4段落が定める条件に
校は,修道会免状 sdbo'tre
le
( )ienced6 1'`5しかも おいて,補助金を承認することとなろう｡｣
っていない修道女よりも,はるかに価値があるの この修正案に対し,公教育大臣 B daroux
は,独
だ !｣と｡ こうした発言 (ヤジ)を背景にして,公 白の意見をもつが,この場では保留する旨,発言し
教育大臣がふたたび発言する｡ ｢県議会が,政府の ている｡ これ以外には発言はなく,第 3条修正案は,
支持と補助とともに,女子の師範学校の設置を決定 可決された｡
したのだ ･･･原文中略 ･･･県議会は,その県の 第 4条から第 6条 :これらは,まったく原案のま
要望を知っているのだ｡県議会は,さきの G iraner
 ま提案され,すべてそのままで可決された｡
eCass cp 氏が述べたような問題を,十分
に考慮しているのだ｡政府はこうした設置計画を承
認し,全力でこれを支援するのである｣と｡ 議場の
左翼ならびに中央からの ｢賛同｣の声にささえられ
たこの発言を受け,議長が,冒頭のポール ･ベール
の提案すなわち ｢緊急宣言｣取 り下げについて,揺
決をもとめ,議会はこれを承認した｡つづけて議長
が法案の ｢全般審議｣を先送りにして,｢逐条審議｣
を行なうことを宣言,議会もこれを承認し,逐条審
らreagnad
以上の審議 ･採決ののち,議長が,法案 (この時
点で暫定的に可決されたもの)の全般討議ならびに
質疑は,第二回の審議に移行することを宣言して,
この日の第一回審議は終了したのである｡
以上のように,ポール ･ベール委員会が提案した,
師範学校設置に関する法案は,一部の修正がなされ
ただけで,暫定的に可決された｡それは,現に設置
0されつつあった 1校の女子師範学校のための,あ
暫定的に可決されることとなったのである｡ くまでも暫定的な法制的保障をあたえるためであっ
た｡ポール ･ベールの報告は,師範学校設置のため
2)法案の修正と暫定的可決(
議に移り,その過程で法案は部分的な修正がなされ,
の財政的な保障を定めて実現を図るための方途をあ
きらかにすることに重点があった｡それは,設置主
議会 (下院)が法案の全般的審議を先送りにし, 体を基本的には各県とし,各県がその初等教育関係
逐条審議に入ったのは,公教育大臣が主張したよう 予算のなかから師範学校設置 ･維持経費を捻出する
0に,現実に 1校の女子の初等師範学校が設置され
ようとしていたためであった｡この設置を法制的に るものであった｡この原則を決定するまでの委員会
ことを原則とし,不足部分を国家が補助しようとす
不備なく進めるためには,とりあえず法案を暫定的 内部での討議において, 委員の 
に可決 ･成立させる必要があったためである｡ この
ことはまた,反対論を主張するものにとっても,第
二回の審議つまり,先送りされた,全般的審議にお
いて十分に意見を開陳できることになる｡そのため,
この日の逐条審議では,すみやかに審議と採決が進
んでいった｡条項ごとに,確認しておこう｡
第 1条 :原案のまま提案される｡ 委員会で提案さ
B dtaroeから,各
師範学校に附属学校を付設することを義務づける提
案がなされていたこと,およびそのことが議会報告
においても紹介されていたことが注目される｡ そこ
には,改革の立案 ･推進主体の抱く教員養成教育の
内容,さらには教員の資質の内実をうかがわせるも
のであったと言えよう｡ この日の審議は,現実の問
題を前にして当面の暫定的な法案可決にとどまっ
た｡それゆえ,この法案自体の原理 ･原則をもふく
れたB dtaroeの修正案一各師範学校に附属学校を付
設される条項叫は,取り下げられた｡また,公教育
めて,全般的かつ詳細な議論がなされ,教員養成を
めぐる当時の諸問題がうきはりにされるのは,翌年 
大臣 B daroux
は,自分の見解は第二回審議で開陳
することを申し出て,承認された｡第 1条は,原案
どおり,可決された｡
第 2条 :これは,原案のまま提案され,可決され
た｡
第 3条 :これについては,すでに委員会内の討議
のなかから修正案が準備されており,提出された｡
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9781 年 3月からの第二回審議からのこととなるの
である｡ つぎには,この第二回審議の概要ならびに
その過程において主張され,また反論された,当時
の教員養成改革をめぐる課題について,おもに改革
の立案 ･推進主体の意図をあきらかにするなかで,
考察することとしたい｡ 
-
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註 かどうか,カトリックの支配下に入るかどうかを
めぐって議論されてきたことがあさらかにされて
(1) 拙稿 ｢フランス第三共和政初期の教員養成改革 いる｡ 
に関する考察 ) 以下に紹介する ｢設置義務｣に関する引用等は, 
ma0f aRdleiilcelJou
01((1)-1 9年師範学校設置法の
成立過程を中心に-｣『岡山大学教育学部研究集
78
i i dFque aseranc u6lbpu'e 
録』第 1 号,2 年 3月,参照｡ 
(2) 以下に示す概要は,すべて ｢フランス共和国官
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